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【はじめに】 

 

日本でも有数の高い高齢者率を誇る島根県では、慢性疾患や終末期病態にある患

者さんに対して生活の維持や症状の緩和を目的とした輸血療法の必要性が高まって

いる。輸血を適正で安全に行うためには病院での輸血が望ましいが、離島を含めて東

西・南北にそれぞれ 330km、160km の広大な面積に限られた病院しか存在しない。

また、高速道路を含めて道路網が充実しておらず、JR 複線化も未完成など交通網が

不十分な状態であるため通院困難な状況の患者さんも少なくない。実際、複数回外来

輸血を受けた患者さんは骨髄異形成症候群などの血液疾患をもつ高齢者の割合が

高かった（2019 年日本輸血・細胞治療学会で報告）。したがって、患者さん近隣の有

床の診療所や在宅での輸血医療を行うことにより患者さんだけでなく家族や社会も利

益を享受することが予想される。その一方、輸血製剤の管理、輸血の副作用対策、地

域の医療機関の負担などの面から、解決すべき課題も存在する。このような状況を踏

まえて、日本輸血細胞治療学会から発行された「小規模医療機関(在宅を含む)にお

ける輸血ガイド」を参考にして、輸血の管理、提供、実施に関わる施設（赤十字センタ

ー、病院、診療所、訪問看護ステーションなど）および職種（患者、医師、看護師、輸

血技師、赤十字センター職員など）と連携して、島根県の各地域に適した小規模医療

機関(在宅を含む)での実施可能かつ継続可能な輸血体制を整備する必要があると思

われた。 
そこで、島根県における外来輸血/在宅輸血の実施に向けた基盤を整備するために、

小規模医療機関の輸血のニーズと問題点をアンケート調査で分析して、島根県の現

状を把握することとした。その状況を踏まえて、「小規模医療機関における輸血ガイド」

を参考にして、また、在宅輸血を行なっている施設・職種への意見を伺い、島根県の

各地域（7 医療圏）の特性に合わせた輸血の管理、提供、実施を一元化したマニュア

ルを作成する。 
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【方 法】 

 

1. アンケート調査 

島根県内の医療機関を対象に外来輸血と在宅輸血に関してアンケート調査（資料 1）
を行った。アンケート用紙を令和 2 年 1 月に送付し、郵送で解答用紙を送付していた

だく方法をとった。アンケート対象医療機関は、県内の 50 病院と 729 診療所のうち、

輸血を行なわないと予想される眼科、皮膚科、精神科の診療所と施設に併設の診療

所を除いた計 508 医療機関とした。 
 
2. 令和元年度・島根県輸血療法委員会合同会議(資料 2) 

 アンケート調査の結果のまとめを発表後、外来輸血に関して先進的な取り組みを行

っておられ、かつ日本輸血細胞治療学会から発行された「小規模医療機関(在宅を含

む)における輸血ガイド」の作成に携わられた、青森県立中央病院 、北澤淳一先生に

ご講演をいただき、島根県での外来輸血・在宅輸血に向けて議論を行った。 
 
3. 「島根県版小規模医療機関及び在宅輸血を実施する医療機関向け輸血マニュ

アル」（案）の作成 

上記 1 および 2 をもとに、下記研究者と意見交換を行い、「島根県版小規模医療機

関及び在宅輸血を実施する医療機関向け輸血マニュアル」（案）を作成した。 
 

研究者名 
 
 

分担する研究項目 
 
 

所属機関及び 
現 在 の 専 門（研究実施場所） 
 

所属機関 
における職名 

 
竹谷 健 

井上 政弥 

児玉るみ 

遠藤 章 

伊達 英子 

持田 真奈美 

若山 聡雄 

津村 弘人 

福田 直樹 

田原 研司 

松岡 均 

西村 拓史 

研究総括 

アンケート/マニュアル作成 

データベース管理方法 

アンケート/マニュアル作成 

マニュアル作成 

アンケート/マニュアル作成 

アンケート/マニュアル作成 

アンケート作成 

マニュアル作成 

アンケート/マニュアル作成 

データベース管理 

データベース管理方法 

島根大学医学部附属病院・小児科/輸血 

島根大学医学部附属病院・輸血部 

島根大学医学部附属病院・輸血/検査 

松江赤十字病院・血液内科 

松江赤十字病院・輸血/検査 

松江赤十字病院・輸血専門看護師 

島根県立中央病院・血液内科/輸血部 

つむらﾌｧﾐﾘｰｸﾘﾆｯｸ・在宅診療所医師 

福田医院・有床型診療所医師 

島根県健康福祉部薬事衛生課・輸血 

島根県赤十字血液センター・輸血 

島根県赤十字血液センター・輸血 

輸血部部長 

輸血部副部長 

主任臨床検査技師 

血液内科部長 

課長補佐 

係長 

内科診療部長 

院長 

副院長 

係長 

課長 

所長 
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【結 果】 

1. アンケート調査結果と考察

（1） 回答状況

アンケートを送付した医療機関のうち 45％から回答を得た。

（2） 回答医療機関の内訳

解答した医療機関のうち 80％は無床診療所であった(図 1)。

図 1. 回答頂いた医療機関（病床数別） 

また、島根県の７つの二次医療圏すべてから回答を得ることができた(図 2)。 

図 2. 回答頂いた医療機関（医療圏別） 

（3） 外来輸血の実施状況

中大規模病院では、外来輸血をこれまで 73.3％の医療機関で実施したことがあった

が、一方小規模医療機関では、12.2％のみであった(表 1)。無床診療所では、8.6％
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で過去に輸血を実施したことがあると回答があった。

表 1. 回答頂いた医療機関（医療圏別）

2019 年に外来輸血を実施した医療機関は、中大規模医療機関では 66.7％あった

が、小規模医療機関では 2.2％のみであった(表 2)。小規模医療機関では、実施件数

が少なく、小規模医療機関の医療スタッフが輸血に慣れることは困難であると考えられ

た。

表 2. 回答頂いた医療機関（医療圏別）

（4） 外来で輸血を受けた患者

外来で輸血を受けた患者の一部は急性出血のために輸血を受けていたが、多くの

患者は慢性の血液疾患や化学療法後の骨髄抑制による貧血のために輸血を受けて

いた(図 3)。また外来で輸血を受けた患者は高齢者で多く、80 歳代が最も多かった

（図 4） 
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 図 3.  外来輸血の実際（基礎疾患） 

 
図 4.  外来輸血の実際（基礎疾患） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（5） 外来輸血の実際の実施 
外来での輸血を実際にどのように行っているかについてアンケートを行った。輸血の

ための末梢ルート確保は、65%は看護師が行っていた。輸血の開始は、医師と看護

師ともに実施を行っていた。複数の医療スタッフで確認するためと思われる。輸血中の

観察は主に看護師が実施しており、外来輸血実施における看護師の役割は大きく、

看護師を中心とした医療スタッフへの教育が重要と思われる(図 5)。 
 外来輸血終了後の対応に関しては、解答した医療機関の多くで、口頭あるいは文書

での副作用の説明を行っていた。輸血終了後の院内での観察時間に関しては、特に

時間を設定していない施設が多かった（図 6）。 
 副作用の関しては、輸血中に生じたものとしては、非溶血性副作用がほとんどであっ

たが、1 例輸血関連循環負荷（transfusion-associated circulatory overload；
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TACO）を発症した事例があった。帰宅後に生じた副作用としては、非溶血性副作用

の回答があった。 
図 5.  実施者別外来輸血の処置 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.  輸血終了後の対応 
 

 
（6） 小規模医療機関での外来輸血実施 
今回のアンケートで、小規模医療機関で外来輸血への取り組みをしない理由を質問

し（複数回答可）、解答を得た（図 7）。近隣に輸血可能な医療機関があること、管理体

制・実施体制を問題にする医療機関が多かった。一方加算などのメリットがないと回答

した医療施設は少なかった。大規模病院の近くの小規模医療機関は外来輸血を検討

することはなく、一方、近くに輸血可能な医療機関がなければ、小規模医療機関で外

来輸血を検討せざるを得ない状況にあると思われる。また、患者のニーズも重要であり、
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今後小規模医療機関での外来輸血を進めていくにあたり、二次医療圏よりより小さい

地域単位で外来輸血が実施できる体制を構築していく必要性がある。 
 また、小規模医療機関に対して、貴院で外来輸血を行う場合の課題についての質

問では、検査体制、製剤管理や輸血を実際に行った場合の観察等のスタッフの不足、

副作用対策など様々な面での課題を一つの医療機関で複数感じている結果（図 8）で
あった。 
 

図 7. 小規模医療機関での外来輸血実施しない理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8. 小規模医療機関での輸血実施における課題 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（7） 在宅輸血 
これまで在宅輸血を実施した医療機関は1.9％のみであった。一方、往診を実施して

いる医療機関のうち 35％で在宅輸血の必要性を感じたことがあると回答した（図 9）。
医療機関への受診が困難だが輸血を行うことで、生活の質が改善する可能性があると

考えられる症例が一定の割合で存在していると考えられる。また、往診をしている医療

機関では、在宅輸血を実施してもよい、条件が整えば在宅輸血を検討すると回答した

医療機関が 18％（図 10）あり、往診を行っている医療機関では在宅輸血に対して必

要性を感じ、実施についても条件次第では外来輸血を検討する医療機関があること
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が分かった。 
                         図 9.  往診時の輸血の必要性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 10.  在宅輸血を実施する可能性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2. 令和元年度・島根県輸血療法委員会合同会議での議論 

 島根県の在宅輸血のアンケート調査の結果（資料 3）を発表後、全国あるいは青森

県における外来輸血の現状と課題について、青森県立中央病院 、北澤淳一先生に

ご講演（資料 4）を頂いた。その後、以下のような議論があった。 
外来輸血に関して、小規模医療機関からは、近隣に輸血可能な医療機関がある施

設からは否定的な意見が多く見られた。輸血の頻度が低いため安全委実施することが

難しい、医療スタッフも慣れていないといった輸血の頻度の問題、検査体制・実施体

制・製剤管理など問題も多く指摘された。また、外来輸血を行うのであれば、大規模医

療機関との密な連携体制、バックアップ体制が必要であるといった意見もあった。大規

模医療機関からは、外来輸血を行った場合に患者が遠方であれば地元の医療機関と

の連携が必要であるといった意見があった。外来輸血を行うのであれば、医療スタッフ
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の輸血に関する教育、患者さんの輸血の副作用に対する意識の向上が必要であると

の意見があった。在宅輸血に関しては、副作用などの緊急時に対応できる体制づくり

が必要である、輸血対象患者が少ないため、二次医療圏の病院で検査、製剤の保管

等の体制を組んでくれれば在宅輸血は可能といった意見があった。 
 
3. 「島根県版小規模医療機関及び在宅輸血を実施する医療機関向け輸血マニュ

アル」（案）の作成 

 上記 1および 2をもとに、主要研究者と意見交換を行い、「島根県版小規模医療機

関及び在宅輸血を実施する医療機関向け輸血マニュアル」（案）（資料 5）を作成した。

今後、パブリックコメントを求めた後に、2020 年度島根県輸血療法委員会合同会議で

承認を得る。その後、モデル医療圏を決定して、外来輸血あるいは在宅輸血を行う予

定である。 
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【まとめ】 

 

今回、島根県における外来輸血/在宅輸血の実施に向けた基盤整備を行った。現状

把握と課題の抽出を行いため、アンケート調査と島根県輸血療法委員会合同会議（講

演および意見交換）を行い、外来輸血と在宅輸血の輸血マニュアルを作成することが

できた。今後の課題として、小規模医療機関で外来輸血を実施するのであれば、医療

機関の選択が必要であること（小規模医療機関にはそれぞれ特徴がある）、小規模医

療機関で外来輸血を行なうためにはマニュアルの整備だけでなく、スタッフの教育、輸

血関連検査の体制の検討、医療機関との情報共有などが必要であると思われた。ま

た、輸血の実際には看護師も含め複数の医療スタッフが関わっており、職種間の連

携・チーム医療の重要性が明らかとなった。来年度から、モデル医療圏を決定して外

来輸血を行い、問題点を抽出して対応策を講じて、すべての医療圏へ実施して行く予

定である。この外来輸血が島根県で可能となれば、中国四国ブロックでの適正かつ安

全な外来輸血のモデルとなり、患者さん・家族が利益を享受するだけでなく、医療資

源・社会的資源の低減にもつながると考える。 
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外来輸血に関するアンケート 

（令和 2 年 1 月） 

島根県輸血療法委員会 

【問い合わせ先】  
島根大学医学部付属病院   

輸血部 井上政弥   
〒693-8501 島根県出雲市塩冶町 89-1 
TEL：0853-20-2409  FAX：0853-20-2409 

E-mail :minoue@med.shimane-u.ac.jp

・令和 2 年 1月 31 日までに島根大学医学部附属病院輸血部まで回答をお送りく

ださい。 

・ご記入は該当項目の□にレ点を入れてください。

・〔     〕内には自由にご記入ください。 

資料１
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問１． 貴医療機関についてお聞きします。 

 貴医療機関名：〔             〕 

問1-1． 貴医療機関の病床数を教えてください。 
□ 0床  □ 1～19 床  □ 20～99 床  
□ 100～199床 □ 200～299床  □ 300～399床  
□ 400～499床 □ 500床～ 

 
問1-2． 貴医療機関の二次医療圏はどこになりますか。 
□ 松江 □ 雲南 □ 出雲 □ 大田 
□ 浜田 □ 益田 □ 隠岐 

 
問２． 貴医療機関の輸血療法の状況についてお聞きします。 
  
 問 2-1．輸血の経験はありますか。 
□あり □なし 
 
問 2-2．2019年に輸血した内容を教えてください。 
赤血球成分製剤〔     〕単位 新鮮凍結血漿〔     〕単位 
血小板成分製剤〔     〕単位  

 
問３． 貴医療機関の外来輸血の経験についてお聞きします。 

□あり ⇒ 問 4 をご回答ください  
□なし ⇒ 問 5 をご回答ください 

 
問 4．「外来輸血の経験がある」と回答いただいた医療機関にお聞きします。 
 
問 4-1．2019年に外来輸血を実施した回数を教えてください。 
□0 回  □1 回  □2～9回 □10～29回 □30 回以上 
 
問 4-2．2019年に外来輸血を実施した患者さんの数を教えてください。 
□0 名  □1 名  □2-9名  □10 名以上 
 
問 4-3．2019年に外来輸血で使用した製剤について教えてください。 
赤血球成分製剤〔     〕単位 新鮮凍結血漿〔     〕単位 
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血小板成分製剤〔     〕単位  
問 4-4．外来輸血を実施している診療科を教えてください（複数回答可）。 
□内科 □血液内科 □腫瘍内科  
□外科 □小児科 □整形外科 
□その他〔                         〕 

  
問 4-5．2019年に外来輸血を実施した患者さんの病名を教えてください。 
□造血不全によるもの（再生不良性貧血や骨髄異形成症候群など） 
□造血器腫瘍に対する化学療法後、造血幹細胞移植後 
□固形癌の化学療法後 
□急性出血 
□その他（                               ） 
 
問 4-6．外来輸血を実施した患者さんの年齢を教えてください。 
・10 歳未満 （     ）人 
・10～19歳 （     ）人 
・20～59歳 （     ）人 
・60～69歳 （     ）人 
・70～79歳 （     ）人 
・80 歳以上 （     ）人 
 
問 4-7．外来輸血を実施する場所を教えてください。 
□外来処置室  □外来診察室 
□入院扱いで病室 □入院扱いせずに病室 
□その他（                 ） 
 
問 4-8．外来輸血のオーダーはいつされますか。 
□事前にオーダー □当日の血液検査を確認してオーダー 
 
問 4-9．外来輸血のためのルート確保は誰がされますか。 
□医師 □看護師 □決まりはない 
 
問 4-10．外来輸血を実際に開始するのは誰ですか。 
□医師 □看護師 □決まりはない 
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問 4-11．輸血開始時の医師の状況について教えてください。 
□輸血に立ち会う 
□連絡がつくようにして立ち会わない 
□決まりはない 
 
問 4-12．外来輸血の観察者は誰ですか。 
□医師 □看護師 □決まりはない 
□その他（                  ） 
 
問 4-13．外来輸血の際の観察時間について教えてください（複数回答可）。 
□輸血開始時  □5 分  □15 分  □終了時 
□その他（                    ） 
 
問 4-14．外来輸血終了後の院内での観察時間はありますか。 
□なし（特に決めていない）  
□30 分 □1 時間  □2 時間  □3 時間以上 
□その他（                   ） 
 
問 4-15．帰宅後の副作用について説明していますか。 
□書面を用いて説明し、渡している。 
□口頭で説明している 
□特にしていない 
□その他（                       ） 
 
問 4-16．帰宅後の副作用があった場合の取り決めはありますか。 
□あり  □なし 
 
問 4-17．帰宅後に副作用が生じた場合の対応について教えてください（複数回答可）。 
□自院を受診（時間内、時間外問わず） 
□自院を受診（時間内のみ） 
□自院に電話連絡 
□他院へ紹介受診 
□他院へ紹介状なしで受診 
□特に決まりはない 
□その他（                                 ） 
 

14



問 4-18．外来輸血での副作用についてお聞きします。 
(a) これまでの外来輸血で副作用はありましたか。 

□外来輸血中にあった ⇒ （     ）件 
□帰宅後にあった ⇒   （     ）件 
□なし 
 

(b) 副作用があった医療機関にお聞きします。どのような副作用でしたか 
（複数回答可）。 
□非溶血性副作用（症状） 
□発熱   □悪寒・戦慄  □熱感・ほてり 
□掻痒感・かゆみ □発赤・顔面紅潮 □発疹・蕁麻疹 
□呼吸困難  □嘔気・嘔吐  □胸痛・腹痛・腰背部痛 
□頭痛・頭重感  □血圧低下  □血圧上昇 
□動悸・頻脈  □血管痛  □意識障害 
□血尿（ヘモグロビン尿）□アレルギー反応 
□その他（                         ） 

□輸血関連急性肺障害（TRALI） 
□輸血関連循環過負荷（TACO） 
□輸血後 GVHD 
□輸血関連紫斑病 
□溶血性副作用 
 □急性溶血  □遅延性溶血 
□輸血後感染症 
 □HBV  □HCV  □HIV 
 □細菌（          ） □その他（         ） 
□その他（                          ） 

 
(c) 外来輸血中に副作用があった時にされた対応を教えてください。 

□入院加療を行った。 
□投薬が必要であった。 
投薬した薬剤（                       ） 
□輸血を中止した 
□経過観察のみを行った 
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(d) 帰宅後に生じた副作用について行った対応について 
□自院救急外来を受診 
□他院救急外来を受診 
□翌日に外来を受診 
□往診 
□電話対応 
□連絡がなかった 
□連絡体制がない 
□その他（                             ） 

 
 問 4-19．外来輸血を実施した際に生じた問題点があれば教えてください。 
 □輸血関連検査の実施 
 □輸血製剤の温度管理 
 □輸血の実施、観察 
 □副作用への対応 
 □帰宅後の連絡体制 
具体的に記載をお願いします。 
 
 
 
 
 
⇒問 6をご回答ください。 
 
問 5．「外来輸血の経験がない」と回答された医療機関にお聞きします。 
 問 5-1．貴院で外来輸血を行った方がよいと思われた事はありますか。 
□ ある   □ない 

 
問 5-2．「外来輸血行った方がよい」と思われたことがある医療機関にお聞きします。 
どのような患者さんでしたか（複数回答可）。 
□身体機能の低下のため輸血実施可能な医療機関への通院が困難 
□介助があれば輸血可能な医療機関へ通院可能だが、介助の確保が困難 
□輸血可能な医療機関への交通手段の確保が困難 
□患者の希望 
□輸血以外の治療がないから 
□その他（                                 ） 
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問 5-3．貴施設で外来輸血をこれまで実施しなかった理由を教えてください 
（複数回答可）。 
□実施すること自体を考えたことがない 
□ニーズがない 
□管理体制・実施体制が整っていない 

□血液検査の体制が整っていない 
□製剤の管理ができる体制にない 
□輸血中の観察など人手が足りない 
□副作用対策ができない 

□加算などのメリットがない 
□近隣に輸血可能な医療機関がある 
□その他（                           ） 

 
問 5-4．今後外来輸血の必要性が増加すると考えられますが、貴医療機関が実施するこ

とはありますか。また理由も教えてください。 
□ ある 
□ 条件付きである。 

理由や条件 
  
□ なし 

 理由 
 
 
問 6．今後高齢者の増加などで、在宅輸血の必要性が出てくると思われます。在宅輸血に
ついてお聞かせください。 
在宅輸血の経験はありますか。 

□あり ⇒ 問７をご回答ください  
□なし ⇒ 問８をご回答ください 

 
問 7．「在宅輸血の経験がある」と回答された医療機関にお聞きします。 
 
 問 7-1．在宅輸血を実施したことがある医療機関にお聞きします。 

在宅輸血で使用した血液製剤を教えてください。 
赤血球成分製剤〔     〕単位 新鮮凍結血漿〔     〕単位 
血小板成分製剤〔     〕単位  
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問 7-2．在宅輸血を実施した患者さんの病名を教えてください。 
□造血不全によるもの（再生不良性貧血や骨髄異形成症候群など） 
□造血器腫瘍に対する化学療法後、造血幹細胞移植後 
□固形癌の化学療法後 
□急性出血 
□その他（                               ） 
 
問 7-3．外来輸血を実施した患者さんの年齢を教えてください。 
・10 歳未満 （     ）人 
・10～19歳 （     ）人 
・20～59歳 （     ）人 
・60～69歳 （     ）人 
・70～79歳 （     ）人 
・80 歳以上 （     ）人 
 
問 7-4．在宅輸血に至った理由について教えてください（複数回答可）。 
□身体機能の低下のため輸血実施可能な医療機関への通院が困難 
□介助があれば輸血可能な医療機関へ通院可能だが、介助の確保が困難 
□輸血可能な医療機関への交通手段の確保が困難 
□患者・家族の希望 
□輸血以外の治療がないから 
□その他（                                 ） 

  
問 7-5．在宅輸血のオーダーはいつされますか。 
□事前にオーダー □当日の血液検査を確認してオーダー 
 
問 7-6．在宅輸血のためのルート確保は誰がされますか。 
□医師 □看護師 □決まりはない 
 
問 7-7．在宅輸血を実際に開始するのは誰ですか。 
□医師 □看護師 □決まりはない 
 
問 7-8．輸血開始時の医師の状況について教えてください。 
□輸血に立ち会う 
□連絡がつくようにして立ち会わない 
□決まりはない 

18



問 7-9．輸血の観察者は誰ですか（複数回答可）。 
□医師 □看護師 □家族  □決まりはない 
 
問 7-10．輸血の際の観察時間について教えてください（複数回答可）。 
□輸血開始時  □5 分  □15 分  □終了時 
□その他（                    ） 

  
問 7-11．医療スタッフが患者さんのそばにいる時間を教えてください。 
□5 分間 □15 分  □30 分  □終了まで 
□その他（                    ） 

 
問 7-12．帰宅後の副作用について説明していますか。 
□書面を用いて説明し、渡している。 
□口頭で説明している 
□特にしていない 
□その他（                       ） 
 
問 7-13．輸血の副作用があった場合の取り決めはありますか。 
□あり  □なし 
 
問 7-14．副作用が生じた場合の対応について教えてください（複数回答可）。 
□往診（時間内、時間外問わず） 
□往診（時間内のみ） 
□自院に電話連絡 
□他院へ紹介受診 
□他院へ紹介状なしで受診 
□特に決まりはない 
□その他（                                 ） 
 
問7-15． 在宅輸血での副作用についてお聞きします。 
(a) これまでの在宅輸血で副作用はありましたか。 

□外来輸血中にあった ⇒ （     ）件 
□帰宅後にあった ⇒   （     ）件 
□なし 
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(b) 副作用があった医療機関にお聞きします。どのような副作用でしたか 
（複数回答可）。 
□非溶血性副作用（症状） 
□発熱   □悪寒・戦慄  □熱感・ほてり 
□掻痒感・かゆみ □発赤・顔面紅潮 □発疹・蕁麻疹 
□呼吸困難  □嘔気・嘔吐  □胸痛・腹痛・腰背部痛 
□頭痛・頭重感  □血圧低下  □血圧上昇 
□動悸・頻脈  □血管痛  □意識障害 
□血尿（ヘモグロビン尿）□アレルギー反応 
□その他（                         ） 

□輸血関連急性肺障害（TRALI） 
□輸血関連循環過負荷（TACO） 
□輸血後 GVHD 
□輸血関連紫斑病 
□溶血性副作用 
 □急性溶血  □遅延性溶血 
□輸血後感染症 
 □HBV  □HCV  □HIV 
 □細菌（          ） □その他（         ） 
□その他（                          ） 

 
(e) 輸血中に副作用があった時にされた対応を教えてください。 

□電話対応 
□往診を行った。 
□自院で診療を行った 
□自院で入院加療を行った。 
□他院に紹介した。 
□投薬を行った。 
投薬した薬剤（                       ） 
□輸血を中止した 
□翌日往診した 
□その他（                          ） 
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問7-16． 在宅輸血を実施した際に生じた問題点や困ったことを教えて下さい。 
□輸血関連検査の実施が困難 
□製剤の温度管理 
□輸血中の継続的な観察が困難 
□緊急の副作用への対応が困難 
□その他（                               ） 
 
⇒問９以降をご回答ください。 

 
問８． 「在宅輸血の経験がない」と回答された医療機関にお聞きします。 
問8-1． 訪問診療をされて、輸血が必要だと感じたことはありますか。 
□ある □ない  □訪問診療をしていない 

 
問 8-2．貴施設で在宅輸血をこれまで実施しなかった理由を教えてください 
（複数回答可）。 
□訪問診療をしていない 
□実施すること自体を考えたことがない 
□ニーズがない 
□管理体制・実施体制が整っていない 

□血液検査の体制が整っていない 
□製剤の管理ができる体制にない 
□輸血中の観察など人手が足りない 
□副作用対策ができない 

□加算などのメリットがない 
□その他（                           ） 

 
問 8-3．今後在宅輸血の必要性が増加すると考えられますが、貴医療機関が実施するこ

とはありますか。また理由も教えてください。 
□ ある 
□ 条件付きである。 

理由や条件 
  
□ なし 

 理由 
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問 9．外来輸血、在宅輸血についてご意見があればお聞かせください。 
 
 
 
 
 
 
問 10．島根県の輸血医療についてのご意見や、今後輸血療法委員会で検討すべき事などあ
ればご意見あればお聞かせください 
 
 
 
 
 
 
アンケートの内容についての問い合わせ先 
 

貴医療機関名 ： 

担当者のお名前 ： 

担当者のご所属 ： 

電話 ： 

E-mail ： 

 
アンケートにご協力いただきありがとうございました 
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資料２
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島根県の外来輸⾎の現状

〜県内医療機関へのアンケートをもとに〜

2020年2⽉15⽇
島根県輸血療法委員会合同会議 (ギャラクシー)

島根⼤学医学部附属病院輸⾎部

井上政弥

はじめに

外来輸⾎を受ける患者さんの多くが、中規模・⼤規模医療機関
で輸⾎を受けているが、⾼齢の患者さんの増加や患者さんのニー
ズのため、⼩規模医療機関での外来輸⾎が実施されるようになっ
てきている。

島根県は、⾼齢者率が⾼く、また東⻄に⻑いため、⾼齢の患者
さんが、⻑い通院時間をかけて受診されている場合も多い。

通院が困難な患者さんの負担が少ない形で輸⾎治療を提供できるように検
討したい

資料３
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島根⼤学医学部附属病院の状況
2017年11⽉１⽇から2018年10⽉31⽇までの1年間

島根⼤学医学部附属病院で
外来輸⾎を受けている患者さんの基礎疾患

⾎液疾患 24（61.5％） 消化管出⾎ 4（10.3％）
⾻髄線維症 3（7.7％） 進⾏胃がん 2（5.1％）
慢性⾻髄単球性⽩⾎病 2（5.1％） 胃潰瘍 1（2.6％）
⾻髄異形成症候群 7（17.9％） 不明 1（2.6％）
急性⾻髄性⽩⾎病 2（5.1％） 化学療法後 10（25.6％）
治療関連⾻髄性腫瘍 2（5.1％） ⼩細胞肺がん 2（5.1％）
多発性⾻髄腫 3（7.7％） ⾮⼩細胞肺がん 4（10.3％）
再⽣不良性貧⾎ 4（10.3％） 膵がん 1（2.6％）
⾚芽球癆 1（2.6％） ⾮ホジキンリンパ腫 3（7.7％）

同種造⾎幹細胞移植後 1（2.6％）
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島根⼤学医学部附属病院で
外来輸⾎を受けている患者さんの年齢

1
5 4 5

32

1 3
3

22

7

1

50歳未満 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

1回 2-9回 10回〜

患者さんの
居住地域

当院

0km 70km

8
6

4

3
3

2

3

2
2

4

2

10㎞未満 10-20㎞ 20-30㎞ 30㎞以上

当院までの距離別分布
1回 2-9回 10回〜

1回 2-9回 10回〜

近くの医療機関で外来輸⾎ができると、患者さんの負担
が軽減するのではないか
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外来輸⾎及び在宅輸⾎に関するアンケート

⽅法と⽬的

•島根県内の50病院と729診療所のうち、輸⾎を⾏なわないと予想
される眼科、⽪膚科、精神科の診療所と施設に併設の診療所を除
いた計508医療機関にアンケートを送付し、各医療機関における、
外来輸⾎、在宅輸⾎の状況について調査を⾏なう。

•アンケートの結果をもとに、島根県における外来輸⾎の状況を把
握する

•⼩規模医療機関でも対応可能な外来輸⾎のあり⽅を検討し、⼩規
模医療機関でも利⽤可能な外来輸⾎のガイドラインを作成する
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回収率

45%
55%

返信あり 返信なし

これ以降は、返信頂いた229医療
機関のうち、106医療機関で検討
した結果になります。

図２．回答した医療機関（病床数別）

0 20 40 60 80 100

ベッド数

0床

1−19床

20−99床

100−199床

200−299床

300−399床

400−499床

500床以上

％
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図３．回答頂いた医療機関（医療圏別）
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松江 雲南 出雲 ⼤⽥ 浜⽥ 益⽥ 隠岐医療機関数

輸⾎実績
あり なし

⼩規模医療機関 11(12.2%) 79(87.8%)

中⼤規模医療機関 11(73.3%) 4(26.7%)

無床診療所は、81医療機関のうち7診療所（8.6％）で
輸⾎実績あり

⼩規模医療機関：100床未満、中⼤規模医療機関：100床以上
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図4．外来輸⾎実績

あり なし
⼩規模医療機関 11(12.2%) 79(87.8%)

中⼤規模医療機関 11(73.3%) 4(26.7%)

無床診療所は、81医療機関のうち7診療所（8.6％）で
輸⾎実績あり

⼩規模医療機関：100床未満、中⼤規模医療機関：100床以上

図５．2019年に外来輸⾎を実施した医療機関

2−9回/年 10−29回/年 30回以上/年
⼩規模医療
機関 2(2.2％) 2(2.2%)

中⼤規模医
療機関 10(66.7％) 1(6.7%) 2(13.3%) 7(46.7%)

⼩規模医療機関では、定期的に（ある程度頻回に）輸⾎を⾏
なう医療機関は極めて少ない

⼩規模医療機関：100床未満、中⼤規模医療機関：100床以上
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図６．外来輸⾎の実際（基礎疾患）

0 2 4 6 8 10 12

造⾎不全（再⽣不良性貧⾎、MDSなど）

造⾎器腫瘍化学療法後・造⾎幹細胞移植後
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《⼈》

図7．外来輸⾎の実際（患者年齢）
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外来輸⾎の実施
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医師 看護師 両⽅／いずれか

末梢ルート確保 輸⾎の開始 輸⾎中の観察

看護師さんは輸⾎の実際に
おいて⾮常に重要な役⽬

図8．外来輸⾎の実施
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図9．輸⾎終了後の対応
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特にしていない
⼝頭で説明
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輸⾎終了後の副作⽤の説明

輸⾎終了後の観察時間
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1時間
30分

外来輸⾎で⽣じた副作⽤

⾮溶⾎性副作⽤
•発熱
•悪寒・戦慄
•熱感・ほてり
•掻痒感・かゆみ
•呼吸困難
•動悸頻脈
輸⾎関連循環過負荷（TACO)

輸⾎中に⽣じたもの 帰宅後に出現
⾮溶⾎性副作⽤
•発熱
•悪寒・戦慄
•熱感・ほてり
•掻痒感・かゆみ
•動悸頻脈
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図10．⼩規模医療機関での外来輸⾎実施しない（検討しない）理由
（複数回答可）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

近隣に輸⾎可能な医療機関がある

加算などのメリットがない

管理体制・実施体制が整っていない

ニーズがない

実施する事⾃体考えたことがない

図11．⼩規模医療機関での輸⾎実施における課題
（複数回答可）

0% 20% 40% 60% 80%

副作⽤対策

輸⾎中の観察などの⼈⼿

製剤管理

輸⾎関連検査
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図12．⼩規模医療機関で外来輸⾎を
今後実施する可能性について
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89%

外来輸⾎の実施をしてもよい

条件をクリアできれば検討する

今後も外来輸⾎は⾏なわない

図13．在宅輸⾎について
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往診の際に輸⾎の必要性を感じたことがあるか？

ある ない

訪問診療をしている57医療機関の回答

在宅輸⾎を実施したこと
がある医療機関は1.9%
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図14．⼩規模医療機関で在宅輸⾎を今後実施する可能性について

4%

14%

82%

在宅輸⾎を実施してもよい

条件が整えば検討する

今後も⾏なわない

外来輸⾎に関するご意⾒
〜⼩規模医療機関から〜

•個⼈開業医では何かトラブルが起こった時に⼀体誰が守ってく
れるのかという不安がある
•輸⾎は病院でするものという意識が強い
•近くに対応可能な病院があればそこですればよい。
•輸⾎可能なクリニックの登録制などで可能な医療機関が分かる
ようになればよいのでは
•診療所では輸⾎の頻度が低すぎて、適切に実施する事が難しい
•輸⾎関連検査の結果が出るまでの間の製剤管理が難しい
•輸⾎を実施する患者に関して、副作⽤発現の可能性もあり、中
核病院との密な情報共有が必要
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在宅輸⾎に関するご意⾒
〜⼩規模医療機関から〜

•在宅診療所を中⼼に開始するのがよいのでは
•緊急で対応できる体制が必要（病院、訪問看護も含め）
•輸⾎対象患者が少ないため、⼆次医療圏の病院で検査、製剤の
保管等の体制を組んでくれれば在宅輸⾎は可能である
•輸⾎は必要だが通院が困難な患者はいる

外来輸⾎に関するご意⾒
〜中⼤規模医療機関から〜

•副作⽤の監視体制がしっかりできる（特に帰宅後や在宅輸⾎に
おいて）体制をどのように整えるべきか知りたい
•外来輸⾎を⾏なった患者さんの地元の医療機関との連携が副作
⽤対策などで必要
•⼩規模医療機関での輸⾎をすすめるのであれば、輸⾎に関わり
の少ない医師に対して、副作⽤の対応などの輸⾎に関する知識
の向上の⽬的で勉強会の開催など検討しても良いかも（医師会
と連携して）
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島根県輸⾎療法委員会合同会議に対するご意⾒

• ⾼齢者が増え、診療所等でも慢性貧⾎の診療をすることがあり、診
療所へ向けたマニュアルがあるとよい
• 参加施設の使⽤状況（廃棄⾎を含む）について情報共有できたら良
い
• 中四国グループ、更に広く他県の供給体制や配送状況等について⾎
液センターから情報提供してもらいたい
• 1年に⼀度集まる貴重な時間を有効に使うため、情報を提供し合い、
問題点に対する⼯夫や知惠を出し合う場になると良いと思う。
• 輸⾎が必要な患者さんに関しては病診連携で情報の共有が必要、対
応をご検討下さい

結語
• 外来輸⾎・在宅輸⾎に関するアンケート調査を⾏ない、その結果に
ついて報告した。
• 輸⾎をほとんど実施していない医療機関からもご意⾒をいただく事
ができた。
• 外来輸⾎を実施している⼩規模医療機関は少数であった。
• ⼩規模医療機関で外来輸⾎を実施するのであれば、医療機関の選択
が必要（⼩規模医療機関にはそれぞれ特徴がある）
• ⼩規模医療機関で外来輸⾎を⾏なうには、マニュアルの整備だけで
なく、スタッフの教育、輸⾎関連検査の体制の検討、医療機関との
情報共有などが必要と考えられた。
• 輸⾎の実際には看護師も含め複数の医療スタッフが関わっており、
職種間の連携が重要（チーム医療）。
• 在宅輸⾎には，ニーズがある可能性があり、また在宅輸⾎を検討し
ている医療機関もあった。
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多職種䛷
安全䛺外来輸血䜢実施䛧䜘䛖

青森県立中央病院

臨床検査部䞉臨床遺伝科䞉TQM䝉䞁䝍䞊
北澤淳一

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

1

本日䛾予定

• 厚生労働省調査䛛䜙䜏䛯外来輸血䛻䛴䛔䛶

• 外来輸血䛾䝬䝛䝆䝯䞁䝖䠄実例䜢通䛧䛶䠅
–㯮石市国保㯮石病院
–青森県立中央病院

• 学会認定䞉臨床輸血看護師䛾地域貢献䛻䛴
䛔䛶

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

2

資料４
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厚生労働省調査䛛䜙䜏䛯
外来輸血䛻䛴䛔䛶

䞊外来䛷実施䛥䜜䜛輸血䞊

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

3

輸血数時間後䛻発症䛩䜛有害事象䛜存在䛩
䜛中䚸外来䛷実施䛧䛶䛔䜛輸血療法䛻䛚䛡䜛
有害事象対策䛿適切䛷䛒䜛䛾䛛䜢検証

䛂外来輸血䜢実施䛧䛯䛃䛸回答䛧䛯施設䛜対象

2018.9.19 厚生労働省 㐺正使⏝ㄪ査会㈨料 一㒊改変

講演内容䛻合䜟䛫䛶䝇䝷䜲䝗䛾㡰序䛿
変更䛧䛶䛔䜎䛩

外来䛷輸血䜢実施䛩䜛際䛾問㢟点

• 忙䛧䛔外来処置室䛷実施
– 定期的䛺容態観察←急変䛜䛒䜛䛛䜒䛧䜜䛺䛔
– 䛭䜒䛭䜒䚸安寧䛺環境䛷䛿䛺䛔

• 輸血検査䞉製剤配達䛾䛯䜑䛻待䛯䛫䜛䛣䛸䛜䛒䜛
• 輸血副反応䛜䛔䛴発症䛩䜛䛛䜟䛛䜙䛺䛔

– 情報提供䜢䛧䛶䛔䜛䛛
– 連絡方法䛿教䛘䛶䛔䜛䛛
– 外来䛷輸血䛧䛶帰䛳䛯患者䛥䜣䛜䛔䜛䛣䛸䜢職員䛜共
有䛷䛝䛶䛔䜛䛛

• 輸血療法䛾適応䛿䠛

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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5

外来䛷輸血䛩䜛際䛾䝬䝙䝳䜰䝹䜢作
成䛧䛶䛔䜛䛛否䛛

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

6

500床以上 300～499床 200～299床 100～199床 20～99床 ༙床診ྏ所 ໃ床診ྏ所
施અ数 255 381 258 480 469 195 272
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500床以上 300䡚499床 200䡚299床 100䡚199床 20䡚99床 有床診療所 無床診療所

作成䛧䛶䛔䜛

作成䛩䜛予定䛷䛒䜛䚸作成䛩䜛予定䛿䛺䛔䚸未回答䛿示䛥䛪

2018.9.19 厚生労働省 㐺正使⏝ㄪ査会㈨料 一㒊改変
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外来輸血後院内䛷経過観察䛩䜛時間䜢設䛡䛶䛔䜎䛩
䛛䠄会計等䛾䛯䜑䛾待䛱時間䛿含䜏䜎䛫䜣䠅

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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500床以上 300～499床 200～299床 100～199床 20～99床 ༙床診ྏ所 ໃ床診ྏ所
施અ数 255 381 258 480 469 195 272
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帰宅後䛻見䜙䜜䜛輸血有害事象䛾説
明䜢行䛳䛶䛔䜛䛛否䛛
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帰宅後䛾連絡先䛻䛴䛔䛶説明䛧䛶䛔䜛䛛
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総括䠄外来䛷実施䛩䜛輸血䠅
• 外来輸血用䛾輸血䝬䝙䝳䜰䝹䛒䜚䛿䚸有床診療所䛜
最䜒低䛛䛳䛯

• 外来輸血後䛾経過観察時間䛾設定割合䛿病院䜘䜚診
療所䛷㧗䛟䚸経過観察時間䛿病院䜘䜚診療所䛷長䛔

• 帰宅後䛾有害事象䛾説明䚸連絡先䜢知䜙䛫䛶䛔䛺䛔
割合䛿䚸病床規模䛻関䜟䜙䛪䠍䠌%弱䛷䛒䛳䛯

• 帰宅後䛾有害事象䛾情報収集䛿不完全䛸考䛘䜙䜜䜛
䛜䚸䛭䛾中䛷䜒呼吸障害䛺䛹䚸注意䛩䜉䛝症状䛜報告
䛥䜜䛯

• 帰宅後䛾有害事象䜈䛾対応䛸䛧䛶䛿䚸䛂連絡䛜䛺䛛䛳
䛯䛃䛜最䜒多䛛䛳䛯䛜䚸次䛔䛷䛃䛂救急外来受診䛃䞉䛂近
隣救急䝉䞁䝍䞊䜢受診䛃䚸䛂電話連絡䛾䜏䛃䚸䛂往診䛃䛷
䛒䛳䛯䚹䛂連絡䜢受䛡䜛体制䛜䛺䛔䛃䛸䛾回答䛜䛒䛳䛯
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2018.9.19 厚生労働省 㐺正使⏝ㄪ査会㈨料

外来䛷輸血䜢実施䛩䜛際䛾問㢟点䜈
䛾対応策

• 忙䛧䛔外来処置室䛷実施
– 空䛔䛶䛔䜛病室䜢使䛖䠄中小規模病院䠅
– 外来化学療法室䛺䛹䜢利用䛩䜛䠄大規模病院䠅
– 一泊入院䛷輸血䛩䜛䠄外来䛷䛿実施䛧䛺䛔䚸䜈䛝地病院䠅

• 輸血検査䞉製剤配達䛾䛯䜑䛻待䛯䛫䜛䛣䛸䛜䛒䜛
– 予約制䛾導入䛸輸血実施患者䛾情報共有

• 輸血副反応䛜䛔䛴発症䛩䜛䛛䜟䛛䜙䛺䛔
– 情報提供䞉連絡先 患者䛥䜣䜈䛾説明文書

– 情報共有 連絡方法䛾設定䞉外来輸血䝬䝙䝳䜰䝹䛾作成

• 輸血療法䛾適応䛿䠛
– 入院䛸同䛨䚹輸血療法委員会䛷確認䜢䚹

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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外来輸血療法䛾䝬䝛䝆䝯䞁䝖
~実例䜢通䛧䛶~

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

15

二次医療圏

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

16
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2016年医師数比較

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

17

都道府県(従業地)別䛻䜏䛯医療施設
䛻従事䛩䜛人口10万対医師数
平成18(2006)年12月31日現在

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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㯮石市国民健康保険㯮石病院

中山千晶 西塚和美 乗田生子 喜多島直美 㧗橋慎子

菊池貴子 大野優輝子 築舘䝹䝭子 山方䜚䜕䛖子

工藤柳子 横山千秋 山本真知子 北澤淳一

中山䜙䚸第 16 回日本医療䝬䝛䝆䝯䞁䝖学会青森支部学術集会 20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

19

青森県合同輸血療法委員会認定看護師部会䛜実施䛧
䛯外来輸血䛾現状䛸問㢟点䜢調査䛧䛯結果䜘䜚䚸

䠍䠊人手不足䚸䝧䝑䝗確保䚸副作用䜈䛾対応

䠎䠊帰宅後䛻起䛣䜚得䜛症状䜔緊急対応䛾患者説明

䛻不安䛻感䛨䛯䛸䛔䛖意見䛜多䛛䛳䛯

臨床現場䛻䛚䛡䜛問㢟䜢共有䛩䜛環境作䜚䛜重要

中山䜙䚸第 16 回日本医療䝬䝛䝆䝯䞁䝖学会青森支部学術集会 20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

20
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䛆対象及䜃方法䛇
¾調査期間 平成䠎䠑年䠒月䡚平成䠎䠔年䠍䠎月

¾調査内容 輸血䜢行䛳䛯外来患者䛥䜣䛜帰宅後䛻認䜑䛯

輸血有害事象䛻䛴䛔䛶䛾情報収集䛸
輸血翌日䛾電話連絡䛾感想䛻䛴䛔䛶

䠄外来輸血件数䛿䚸同一患者申䛧込䜏䠈複数

製剤違䛔䠈連続投与申䛧込䜏䜢1件䛸䛩䜛䠅

䠍䠊患者䛥䜣䜈䛾聞䛝取䜚調査
䠄副作用出現時䛾注意文章䚸翌日䛾電話連絡䠅
䠎䠊䝇䝍䝑䝣䜈䛾聞䛝取䜚調査
䠄電話連絡時䛾様子䚸診断㡯目表䛻䛴䛔䛶䠅

中山䜙䚸第 16 回日本医療䝬䝛䝆䝯䞁䝖学会青森支部学術集会 20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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中山䜙䚸第 16 回日本医療䝬䝛䝆䝯䞁䝖学会青森支部学術集会 20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

23

中山䜙䚸第 16 回日本医療䝬䝛䝆䝯䞁䝖学会青森支部学術集会

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

24

中山䜙䚸第 16 回日本医療䝬䝛䝆䝯䞁䝖学会青森支部学術集会
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䛆結果䛇

外来輸血 䠎䠎䠑件

輸血中有害事象 䠎䠌件

救急外来受診 䠍件
㢌痛䚸血圧上昇

翌日䛾外来受診 䠎件
発熱
䠄帰宅時悪寒42度䠈翌日38度䠅

電話連絡 䠍䠌䠌件
救急外来看護師 /䠏䠐件
輸血管理室検査技師 /䠒䠒件

電話連絡拒否 䠍䠎䠑件
翌日受診予定
㢖回輸血䞉患者都合

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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中山䜙䚸第 16 回日本医療䝬䝛䝆䝯䞁䝖学会青森支部学術集会

䛆結果䛇
1ậ患者ἧὥὀ意見 2ậ὾ᾄᾈᾚὀ意見

䞉䛔䛔䛣䛸䛰䛸思䛖
䞉具合䛜悪䛟䛺䛳䛯時䛾安心感
䛜䛒䜛
䞉電話料䛜䛛䛛䛳䛶䛧䜎䛔申䛧訳
䛺䛔
䞉電話䛻気䜢取䜙䜜䜛䛾䛷不要
䞉家族䛜䛔䜛䛛䜙大丈夫

䞉䛸䛶䜒元気䛻䛺䛳䛯䛸喜䜣䛷䛔䛯
䞉普段䛾自分䛾症状䚸状態䛺䛹䜢
詳䛧䛟話䛧䛶䛟䜜䛯
䞉調子䛜䛔䛔䛸話䛩
䞉救急対応䛸重䛺䜛時間帯䛾連絡
困難
䞉時間䛾合間䛻診断㡯目表䛺䛹䜢
見䛶䛔䜛
䞉診断㡯目表䜔䝣䝻䞊䜢見䛯䛣䛸䛜
䛺䛔
䞉時間䛜䛺䛟䛶䛨䛳䛟䜚見䛶䛔䛺䛔

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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中山䜙䚸第 16 回日本医療䝬䝛䝆䝯䞁䝖学会青森支部学術集会
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䛆考察䛇

輸血件数 有害事象
有害事象
䠄観察時間外䠅

入院 2981回
(平成25年䠍月䡚
平成28年12月䠅

99件 14件

外来 225回
(平成25年䠍月䡚
平成28年12月䠅

20件 4件

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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中山䜙䚸第 16 回日本医療䝬䝛䝆䝯䞁䝖学会青森支部学術集会

患者・家族への教育

・外来の初回ᤜ血患者に᧎布。

・ᤜ血後6時᫑以内に発生する

TRALIやTACO等、ᮿ度は少ない

が、発生すると致死的な副作

用に対応できるよう作成。

連絡先ὁ各外来名Ẫ᭑話番号ὤ記入ẫ

外来でᤜ血を受ける皆様へ

「外来ᤜ血パンフレット」を用い

て説明する。

青森県立中央病院 塗谷主任看護師提供 20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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患者・家族への教育

• 副作用症状䛿䚸発現時間䛜違䛖事䜢指導䛩䜛䚹
• 特䛻輸血後䠒時間以内䛻発生䛩䜛重篤䛺副作
用䛾早期発見䛜重要䛷䛒䜛䚹TRALI䚸TACO

• 医薬品副作用被害救済制度䛾利用

独立ᘍ政法人医薬品医療機器総合機構HPより

青森県立中央病院 塗谷主任看護師提供 20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

29

䛆䜎䛸䜑䛇
外来䛷䛾輸血療法䜢安全䛻実施䛩䜛䛯䜑
䛻䛿

䖂有害事象䛾早期発見䚸対応䛻䛿患者䛥䜣
本人䜎䛯䛿付添者䜈䜟䛛䜚䜔䛩䛔情報提供
䛜重要

䖂電話連絡䜢励行䛧䚸帰宅後䛾安全䜢確認䛧
䛺䛜䜙追跡䛧䛶䛔䛟事䛜必要

䖂輸血療法䛾専門家䛸䛧䛶患者䛥䜣䞉䝇䝍䝑䝣
双方䛜安心䛷䛝䜛輸血環境䛾提供䜢目指䛩

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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学会認定䞉臨床輸血看護師
䛾地域䛻対䛩䜛活動

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

31

輸血䛜用䛔䜙䜜䜛場㠃

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

32

輸血療法

内科系疾患

透析 悪性疾患

血液疾患

消化器疾
患

外科系
疾患

手術䞉救急

術後

54



過誤輸血発生件数䠄年次推移䞉要因別䠅
2011 2012 2013 2014 2015 2016 総計

䝞䝑䜾䛾取䜚違䛘 4 6 5 9 9 6 39
患者䛾取䜚違䛔 2 3 2 2 2 5 16
血液型判定䝭䝇 3 1 1 2 7

輸血依㢗伝票䜈䛾血液型䛾
誤記

2 1 1 2 6
輸血依㢗伝票䛾血液型䛾確

認䝭䝇
1 1 1 1 2 6

患者検体䛾取䜚違䛘 1 1 2
䜹䝹䝔䛾血液型䛾確認䝭䝇 1 1
血液型䛾䝁䞁䝢䝳䞊䝍䜈䛾誤

入力
1 1

添付䝷䝧䝹䛾取䜚違䛘 1 1
䜹䝹䝔䛻血液型䛾誤記 0

添付䝷䝧䝹䜈䛾血液型䛾誤記 0
母子手帳䛾母親䛾血液型䜢

記入
0

䝧䝑䝗䛾血液型䛾誤記 0
血液䝉䞁䝍䞊䜈䛾発注䝭䝇 0

不明 2 1 1 4

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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300床以上病院䜈䛾䜰䞁䜿䞊䝖調査

北澤䜙䚸第67回日本輸血䞉細胞治療学会学術総会

過誤輸血䛾発生背景

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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66.3%

42.2%

32.5%

1.2%
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

当事者職種 38 46時間帯

0% 20% 40% 60% 80% 100%
平㖍㖍勤㗪攻 㗪攻外炷当䚜㗪攻帯、休㖍㖍䚜㗪攻帯炸

29 25 11 7 11廠埨実㕥場所

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病棟 ICU 手術室 救急外来 䛭䛾他

33 50緊急輸血䛾割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

䛿䛔 䛔䛔䛘

北澤䜙䚸第67回日本輸血䞉細胞治療学会学術総会

2018.9.19 厚生労働省 㐺正使⏝ㄪ査会㈨料

55



日本輸血䞉細胞治療学会䛷䛿

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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認定医制度

• 平成4年
• 安全䛻䛧䛶効果的䛺輸血䛾発展䛸普及䜢目指䛧䠈輸血医学䛾
基礎䛚䜘䜃臨床䛻関䛩䜛知識䛸実践力䜢備䛘䛯医師䜢育成䛩
䜛

認定輸血検査技師

• 平成7年
• 輸血䛻関䛩䜛正䛧䛔知識䛸的確䛺輸血検査䛻䜘䜚䚸輸血䛾安
全性䛾向上䛻寄与䛩䜛䛣䛸䛾䛷䛝䜛技師䛾育成

学会認定䞉輸血看護師制度

• 平成21年度䚸平成22年度
• 自己血輸血䚸臨床輸血䚸䜰䝣䜵䝺䞊䝅䝇

学会認定䞉臨床輸血看護師制度
• 輸血䛿移植䛾一種䛸考䛘䜙䜜䛶䛔䜛䜘䛖䛻䚸種䚻䛾副
作用䞉合併症䜢伴䛔易䛟䚸輸血治療䜢行䛖䛻䛿深䛔知識
䛸的確䛺判断力䛜要求䛥䜜䜎䛩䚹

• 特䛻患者䛻最䜒近䛔䛸䛣䜝䛷臨床輸血䛻関与䛩䜛看護
師䛻䛿䚸輸血䛻関䛩䜛正䛧䛔知識䛸的確䛺看護能力䛜
求䜑䜙䜜䚸医師䚸臨床検査技師䚸䛭䛧䛶看護師䛜一体䛸
䛺䜛䛣䛸䛷輸血䛾安全性䛿㣕躍的䛻向上䛩䜛䛣䛸䛜期
待䛥䜜䜎䛩䚹

• 日本輸血䡡細胞治療学会䛿䚸臨床輸血䛻精通䛧安全䛺
輸血䛻寄与䛩䜛䛣䛸䛾䛷䛝䜛看護師䛾育成䜢目的䛸䛧䛶䚸
日本血液学会䚸日本外科学会䚸日本産科婦人科学会䚸
日本㯞酔科学会䛾協力䚸及䜃日本看護協会䛾推薦䜢
得䛶䚸学会認定䞉臨床輸血看護師制度協議会䜢発足䛥
䛫䚸平成䠎䠎年䛻䚸䛣䛾制度䜢導入䛧䛶䛔䜎䛩䚹

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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学会認定䞉臨床輸血看護師制度
• 輸血䛿移植䛾一種䛸考䛘䜙䜜䛶䛔䜛䜘䛖䛻䚸種䚻䛾副
作用䞉合併症䜢伴䛔易䛟䚸輸血治療䜢行䛖䛻䛿深䛔知識
䛸的確䛺判断力䛜要求䛥䜜䜎䛩䚹

• 特䛻患者䛻最䜒近䛔䛸䛣䜝䛷臨床輸血䛻関与䛩䜛看護
師䛻䛿䚸輸血䛻関䛩䜛正䛧䛔知識䛸的確䛺看護能力䛜
求䜑䜙䜜䚸医師䚸臨床検査技師䚸䛭䛧䛶看護師䛜一体䛸
䛺䜛䛣䛸䛷輸血䛾安全性䛿㣕躍的䛻向上䛩䜛䛣䛸䛜期
待䛥䜜䜎䛩䚹

• 日本輸血䡡細胞治療学会䛿䚸臨床輸血䛻精通䛧安全䛺
輸血䛻寄与䛩䜛䛣䛸䛾䛷䛝䜛看護師䛾育成䜢目的䛸䛧䛶䚸
日本血液学会䚸日本外科学会䚸日本産科婦人科学会䚸
日本㯞酔科学会䛾協力䚸及䜃日本看護協会䛾推薦䜢
得䛶䚸学会認定䞉臨床輸血看護師制度協議会䜢発足䛥
䛫䚸平成䠎䠎年䛻䚸䛣䛾制度䜢導入䛧䛶䛔䜎䛩䚹

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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輸血療法䛾質
䜢向上䛩䜛

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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学会認定䞉自己血輸血看護師

• 平成21年
• 適正䛷安全䛺自己血輸血䜢推進䛩䜛看護師䛾
育成

学会認定䞉臨床輸血看護師

• 平成22年
• 臨床輸血䛻精通䛧安全䛺輸血䛻寄与䛩䜛䛣䛸
䛾䛷䛝䜛看護師䛾育成

学会認定䞉䜰䝣䜵䝺䞊䝅䝇䝘䞊䝇

• 平成22年
• 䜰䝣䜵䝺䞊䝅䝇䛻精通䛧䚸安全䛺䜰䝣䜵䝺䞊䝅䝇
䛻寄与䛩䜛䛣䛸䛜䛷䛝䜛看護師䛾育成

57



20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

39

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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2018.9.19 厚生労働省 㐺正使⏝ㄪ査会㈨料
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学会認定䞉臨床輸血看護師受㦂者

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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学会認定䞉臨床輸血看護師䛾業務
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学会認定䞉臨床輸血看護師䛻䜘䜚改
善䛥䜜䛯䛣䛸
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24施設䠇α

在籍医療機関内䛾活動䠖
䝇䝍䝑䝣䛾教育

• 輸血看護師䛿施設䛤䛸䛾在籍数䜢見䜛䛸䚸10名
以上䛾在籍者䛾施設䛛䜙1名䛾䜏䛾在籍者䛾施
設䜎䛷䛥䜎䛦䜎

–䝸䞁䜽䝘䞊䝇制䛾導入
• 教育䛾担当䛜䛖䜎䛟回䛳䛶䛔䜛䛸䚸例䛘䜀輸血療
法䜢担当䛧䛺䛔部署䜈䛾転換後䛻䜒輸血看護師
資格䜢活䛛䛫䜛䚹

–新人教育
–現任教育
–䝸䞁䜽䝇䝍䝑䝣䛾育成䠄䝇䝍䝑䝣䜢選抜䛧䛶教育䠅

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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輸血看護教育

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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看護基礎教育䛾充実䛻関䛩䜛検討会報告書䠄平成19年4月16日䠅

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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看護基礎教育検討会報告書䠄令和元年10月15日䠅

看護師国家試㦂出㢟基準 2018年䛛䜙必修化
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20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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在籍医療機関外䛾活動䠖地域貢献

• 合同輸血療法委員会認定看護師部会䞉学会東北
支部看護師推進委員会䛾活動
– 認定輸血看護師同士䛾䝛䝑䝖䝽䞊䜽
– 地域䛾看護師䜢対象䛸䛧䛯輸血療法䛾教育活動実施

• 輸血看護師䛾䝤䝷䝑䝅䝳䜰䝑䝥䜢目的䛸䛧䛯研修
会
– 担当者䛿持䛱回䜚䛷

• 地域䛾看護師䛥䜣䜢対象䛸䛧䛯輸血療法䛾研修
会

–都道府県看護協会䛾教育活動䛻組䜏込䜣䛷䛔䛯䛰䛟䚸
䛺䛹

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会

50

63



診療所看護師䞉検査技師対象輸血䝉䝭䝘䞊

51

20200215島根県合同輸血療法委員会

研修会結果
• H27年2月῍H29年10月ỉ間Ệ6病院Ể 8回ỉ研修会
ử開催。77施設 参加者209名。

日時 開催場所 参加人数 参加施設

第1回 H27年2月 A病院1䠄津軽䠅 15名 5施設

第2回 H28年3月 A病院2䠄津軽䠅 24名 11施設

第3回 H28年9月 B病院䠄津軽䠅 26名 12施設

第4回 H28年12月 C病院䠄西北五䠅 27名 7施設

第5回 H29年2月 D病院䠄八戸䠅 47名 16施設

第6回 H29年3月 A病院3䠄津軽䠅 21名 5施設

第7回 H29年5月 E病院䠄東青䠅 37名 14施設

第8回 H29年10月 F病院䠄上十三䠅 12名 7施設

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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塗谷䚸第67回日本輸血䞉細胞治療学会学術総会
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䛆参加者䛾感想䛇

䞉 交流䛧䛯䛣䛸䛜䛺䛔医療機関䛾人䛸情報交換

䛷䛝䛶䜘䛛䛳䛯䚹

䞉 輸血䛾基本的䛺事䛜学䜉䛶䜘䛛䛳䛯䚹

䞉 現実䛾状況䜢䛹䛾程度改善䛧䛶䛔䛡䜛䛛

検討䛧䛯䛔䚹

䞉 今後䛾当院䛾指針作䜚䛻役立䛶䛯䛔䚹

䞉 䜟䛛䜚䜔䛩䛔説明䚸䛸䛶䜒話䛧䜔䛩䛔䝕䜱䝇䜹䝑

䝅䝵䞁䞉実技䛷䜘䛛䛳䛯䚹

参加者䜰䞁䜿䞊䝖結果 3

塗谷䚸第67回日本輸血䞉細胞治療学会学術総会
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【一般看護師ồ輸血療法ỉ教育担
当ẴỦẮểỊ、業務ỉ一ếể考えỤ
ủỦか】

0 10 20 30

Ịい

いいえ

䡊=28

主催者䜰䞁䜿䞊䝖結果 1

人

結 果䠖䞉回答者32名䠄回収率73䠂䠅
䞉有効回答28名䠄有効回答率87.5䠂䠅

西塚䞉北澤他䠖青森県合同輸血療法委員会看護師部会䛾活動報告䠈第䠒4回日本輸血䞉細胞治療学会総会䜘䜚一部改変
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医療機関全体Ểỉ輸血療

法Ệ関ẴỦ知識ỉ習得

医師ί院長ễỄὸỉ輸血療

法Ệ関ẴỦ知識習得

学会認定臨床輸血看護

師ỉ取得者ử育ềỦ

ỪかỤễい

Ẹỉ他

【参加者ỉ医療機関Ể輸血療法が
改善ẰủỦẺỜỆỊỄỮễẮểが
必要ẻể思うか】

人
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20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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• 䜾䝹䞊䝥䝽䞊䜽䛷悩䜏䜢共有䛧解決䛩䜛䝥䝻䝉䝇䛻䛛䛛䜟
䜛䛣䛸䛜䛷䛝䚸同時䛻䛭䛾施設䛷抱䛘䛶䛔䜛問㢟等䛜見䛘
䛶䛝䛯䚹活発䛺意見交換䛜行䜟䜜䛶䛔䛯䚹

• 整備䛥䜜䛶䛔䛺䛔環境下䛷䛾輸血業務䛻関䛧䛶䚸䛹䜣䛹䜣
䜰䝢䞊䝹䛧䛶参加䛧䛶䜒䜙䛳䛶䚸輸血䛜安全䛻行䜟䜜䜛䜘䛖
䛻䛧䛶䛔䛡䛯䜙䜘䛔䛸感䛨䜛機会䛸䛺䛳䛯䚹

• 勉強䜢䛧䛯䛟䛶䜒䛭䛖䛔䛖場䛜䛺䛟十分䛺勉強䛜䛷䛝䛶䛔䛺
䛔現実䜢知䛳䛯䚹䜎䛯䚸参加者䛿熱心䛷䛣䛱䜙側䜒刺激䜢
受䛡䛯䚹

• 安全䛺輸血䜔医療䜢提供䛩䜛䛯䜑䛻䛿䚸䛭䜜䛻携䜟䜛人
䛾教育䜔環境整備䛜重要䛷䛒䜛䛸感䛨䛯䚹自分䛿恵䜎䜜
䛯環境䛷䛣䛾仕事䜢䛥䛫䛶䜒䜙䛳䛶䛔䜛䛸気䛵䛛䛥䜜䛯䚹

主催者䜰䞁䜿䞊䝖結果 3
研修会䛾感想䠄抜粋䠅

塗谷䚸第67回日本輸血䞉細胞治療学会学術総会
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䜎䛸䜑

• 学会認定䞉臨床輸血看護師資格取得者䛿1000
名䜢超䛘䚸500床以上䛾病院䛷䛿50%以上䛾施
設䛻在籍䛧䛶䛔䜛䚹

• 学会認定䞉自己血輸血看護師䚸学会認定䞉䜰
䝣䜵䝺䞊䝅䝇䝘䞊䝇䠄資格保有者䜢輸血看護師
䛸略䛩䠅䛸䛸䜒䛻䚸輸血療法䛾教育䜔輸血療法
委員会䜢通䛧䛶䚸施設内䛾医療安全䛻関䛩䜛
輸血療法䛾実践䛾指導䛺䛹䛻力䜢発揮䛧䛶䛔
䜛䚹

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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学会䛷䛾認定看護師関連行事

• 䜹䝸䜻䝳䝷䝮委員会
–学術集会䚸秋季䝅䞁䝫䝆䜴䝮

• 学会認定䞉臨床輸血看護師䝤䝷䝑䝅䝳䜰䝑䝥䝉䝭䝘䞊
– eLearning䛻䜘䜛更新単位取得
–更新猶予䠄産休䞉育休䛻対䛧䛶䠅

• 東北支部看護師推進委員会
–看護師推進委員会䝉䝭䝘䞊
基調講演䛸䝣䝸䞊䝕䜱䝇䜹䝑䝅䝵䞁
䝔䞊䝬䜢決䜑䛶䝽䞊䝹䝗䜹䝣䜵

–悩䜏䛾共有䛸解決策䛾模索

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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現状䛷䛾課㢟

• 更新率䛜低䛔䛣䛸䛜問㢟䚸䛭䛾原因䛿䠛
–輸血䛻関連䛧䛺䛔部署䜈䛾配置換䛘
→䝰䝏䝧䞊䝅䝵䞁䛾低下

–単位取得䛜困難䠄単位取得䛾䛯䜑䛾条
件䜢満䛯䛩䛣䛸䛜困難䠅
←産休䞉育休䚸学会参加䠄休暇取得䠅䛜
困難䚸研究活動䛾時間䛿䛸䜜䛺䛔

• 日本輸血䞉細胞治療学会䛷䜒対応策䜢考慮
• 学会認定䞉臨床輸血看護師䛾活躍䛾周知

20200215島㟡䚴合同廠埨䗪㱽委員会
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䛤清聴䛒䜚䛜䛸䛖䛤䛦䛔䜎䛧䛯
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はじめに 

 日本でも有数の高い高齢者率を誇る島根県では、慢性疾患や終末期病態にある患者さん
に対して生活の維持や症状の緩和を目的とした輸血療法の必要性が高まっている。輸血を
適正で安全に行うためには病院での輸血が望ましいが、離島を含めて東西南北に長い島根
県には限られた病院しか存在しない。また、高速道路を含めて道路網が充実しておらず、
JR 複線化も未完成など交通網が不十分な状態であるため通院困難な状況の患者さんも少な
くない。実際、複数回外来輸血を受けている患者さんは骨髄異形成症候群などの血液疾患
をもつ高齢者の割合が高い。したがって、患者さん近隣の小規模医療機関や在宅での輸血
を受ける患者さんが今後増加することが予想される。現時点でも、少数ながら小規模医療
機関での輸血は実施されているが、輸血管理体制・実施体制が十分に整備されているとは
いえない状況である。このため、島根県の外来輸血の状況を県内の医療機関へのアンケー
トを実施し、その結果を合同輸血療法委員会合同会議で報告し、参加医療機関で検討し、
その検討結果と日本輸血・細胞治療学会で作成された「小規模医療機関（在宅を含む）に
おける輸血ガイド」および「在宅赤血球輸血ガイド」を元に島根県の現状に即した小規模
医療機関での輸血療法のマニュアルを作成することとした。

このマニュアルは、初版で不十分な点もあります。今後、ご意見をもとに改訂を加えてい
きたいと考えて言います。ご意見がありましたら、島根県合同輸血療法委員会までご連絡
いただければ幸いです。 

注意点 
1． 特に在宅輸血で留意が必要なものに関しては、各項目の文章の前に（在宅輸血）と記

載している。 

資料5
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1 対象医療機関 
小規模医療機関 
在宅での輸血を実施する医療機関 
 

2 対象疾患 
慢性疾患（血液・悪性疾患、腎疾患、消化器疾患等） 
終末期病態 
※急性出血性疾患は、このマニュアルは対象としない 
 

3 輸血実施要件 
3.1 原則として、少なくとも 1 回以上は病院で輸血をしたことがあり、過去に重篤

な副作用がなかったことが確認されている。 
3.2 輸血によって重大な副作用を引き起こす可能性が高い疾患を有しておらず、安

定した病状である（不安定狭心症やNYHAⅢ以上の心不全、乏尿傾向のある腎
機能障害、循環負荷に耐えられない腎機能障害などの循環過負荷の要因となる
疾患及び強度のアレルギー体質などの場合は避ける）。 

3.3 原則として、患者に意識があり、協力的で、身体症状に適切に応答できる。 
3.4 24 時間連絡が取れる状態にあることが望ましい。また、それらの者はケアマネ

ージャも含めて在宅医療を実施している多職種間（連携近隣病院も含む）での
連携体制を構築することが望ましい。 

3.5 基幹病院との連携が必要な場合があり、輸血手帳（東京都、広島県）のような
情報提供ツールの利用が望ましい。 

3.6 主治医と看護師、訪問看護ステーション、ケアマネージャ等での多職種による
輸血患者カンファレンスの実施が望ましい。 

3.7 （在宅輸血）医師や看護師が患者宅を退出したのちも患者宅に滞在し、患者を
看守ることができる「患者付添人」がいる。ただし、抜針等の医療行為は、医
師・看護師（訪問看護師を含む）等が行う必要がある。 
 

4 インフォームド・コンセント（説明と同意） 
4.1 「輸血療法の実施に関する指針」に従い、輸血同意書における必須８項目につ

いて説明を行う。  
① 輸血療法の必要性  
② 使用する血液製剤の種類と使用量 
③ 輸血に伴うリスク 
④ 医薬品副作用被害救済制度・生物由来製品感染等被害救済制度と給付の

条件 
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⑤ 自己血輸血の選択肢 
⑥ 感染症検査と検体保管 
⑦ 投与記録の保管と遡及調査時の使用 
⑧ その他、輸血療法の注意点 

4.2 4.1の項目に加えて、以下について説明と同意が必要である。 
① 小規模医療機関あるいは在宅で輸血する理由 
② 小規模医療機関あるいは在宅での輸血に伴うリスク 
③ 輸血後数時間を経てから発症する副反応があること、その対応 
④ （在宅輸血）医療スタッフ以外の患者へ付添う者（患者付添人）の必

要性：患者付添人に関する同意（輸血後も患者の監視ができ、病状変
化時には適切に対応できること） 

⑤ （在宅輸血）副作用発生時の患者付添人の対応方法 
⑥ （在宅輸血）患者付添人が、在宅輸血に協力できること 

4.3 説明書・同意書に関しては、日本輸血・細胞治療学会ホームページに掲載され
たものを参照。 

 
5 実施すべき検査 

5.1 血液型検査 
5.1.1 ABO 血液型ではオモテ・ウラ検査を実施する。 
5.1.2 RhD 血液型検査を実施する。 
5.1.3 2 回の異なる機会に採取した血液検体で検査を実施する。 

5.2 不規則抗体検査 
5.2.1 前回輸血から 72 時間以上経過している場合には、不規則抗体スクリーニン

グ検査を実施することが望ましい。 
5.2.2 間接抗グロブリン試験による検査を行う。 
5.2.3 検査実施者がいる場合、年に 1－2 回程度の検査実習研修に参加し、検査

技術の維持に努めることが望ましい。 
5.2.4 自施設で実施できない場合には、衛生検査所（検査センター等）の外部委

託する。 
5.3 交差適合試験 

5.3.1 輸血実施前には、1 週間以内に採血された患者血液と、血液製剤のセグメ
ント血液を用いた交差適合試験主試験を実施する。ただし、3か月以内の
輸血歴を否定できない場合は 3 日以内に採血された血液検体が望ましい。 

5.3.2 間接抗グロブリン試験による検査を行う。 
5.3.3 検査実施者は、年に 1－2回程度の検査実習研修に参加し、検査技術の維持

に努めることが望ましい。 
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5.3.4 自施設で実施できない場合には、衛生検査所（検査センター等）へ外部委
託する。 

5.4 輸血感染症対策 （最低限、4.4.1, 4.4.4, 4.4.6は実施すべきである） 
5.4.1 輸血前検体保管 

輸血後に発症する有害事象、未知・既知の輸血後感染症についての原因検
査を目的として、輸血前に採取した血清（または血漿）を－20℃以下の冷
凍庫で、輸血後 2年間をめどに保管する。 

5.4.2 輸血前肝炎ウイルスマーカー検査 
5.4.2.1 輸血実施前に輸血後肝炎を発症するウイルス感染症の有無を検査して

おくことは、受血者が輸血によって感染したことを証明できる唯一の
方法であり、感染症に罹患した場合の生物由来製品感染等被害救済制
度利用のための必須検査項目である。 

5.4.2.2 HBs 抗原、HBs抗体、HBc抗体、HCV抗体、HCV コア抗原検査を
行う。 

5.4.2.3 輸血前に検査用検体を採取し、輸血実施を確認してから検査を実施す
る。 

5.4.3 輸血後検体保管 
輸血後に発症する有害事象、未知・既知の輸血後感染症についての原因検
査を目的として、輸血後約 3か月頃に採取した血清（または血漿）を－
20℃以下の冷凍庫で、輸血後 2 年間をめどに保管することが望ましい。 

5.4.4 輸血後肝炎ウイルスマーカー検査 
5.4.4.1 輸血実施後 3か月程度の時期に下記検査を実施する。 
5.4.4.2 HBV-DNA、HCVコア抗原、ヒト免疫不全ウイルス感染マーカー検

査（HIV1/2 抗体）を行う。 
ただし、HIV1/2 抗体検査は口頭による同意が別に必要（要カルテ記
載） 

5.4.4.3 新鮮凍結血漿は、採取後 6 か月間、血液センターにおいて貯留保管さ
れたのちに供給されている。同一ドナーから採取された赤血球、血小
板製剤において、輸血後に何らかの感染症が発症した場合には、貯留
保管されている新鮮凍結血漿を除外することが可能となっている（近
年でも HCV、HIV感染症で実例が存在する）。 

5.4.4.4 輸血によるウイルス感染症はウィンドウ期を排除できないため、輸血
後検査はドナーの安全性を証明することができる最も確実な検査のう
ちの１つである。 

5.4.5 使用済みバッグの保管 
5.4.5.1 使用済みバッグの汚染による細菌感染症の場合、血液製剤に存在する

73



細菌を検出できる唯一の方法は、実際に輸血されたバッグに残存する
血液検体である。 

5.4.5.2 使用済みバッグは輸血セットを装着したままビニール袋等に入れて、
輸血実施医療機関において 1週間程度保冷庫に保存することが望まし
い。 

5.4.6 使用済みバッグの廃棄 
輸血実施医療機関において、感染性医療廃棄物として、各施設でとり決め
られた方法により廃棄する。 

5.4.7 自施設で検査を実施できない場合に検査を依頼する衛生検査所の条件 
・血液型検査、不規則抗体スクリーニング検査、不規則抗体同定検査が実
施できる体制にあり、外部精度管理（日臨技、CAP サーベイ等）を実施し
ていること、 ISO15189 認定を取得していること  
・交差適合試験については、適切な外部精度管理はないが、年間に適切な
回数の検査を実施している実績を有すること 

6 （在宅輸血）患者付添人 
6.1 輸血前から輸血開始後１時間は少なくとも医療従事者(看護師など)１名が同席

することに加え、輸血開始時から輸血後数時間（可能であれば翌日）まで観察
を担当する医療者以外の成人（患者家族など：輸血付添人）が同席することを
必須とする。 

6.2 輸血が終了し医療従事者が帰宅した後も輸血有害事象は起こりうるので、連絡
方法と有害事象の詳細、対応方法に関する情報提供を患者付添人に実施する。 

6.3 輸血付添人は、可能であれば、輸血翌日まで患者宅に在宅して患者の様態を観
察できることが望ましい。 

7 血液製剤注文時の注意  
7.1 輸血療法が必要な状態であることを再度確認する。  

7.1.1 患者氏名の確認 
7.1.2 検査結果の確認  
7.1.3 血液製剤の使用指針に記載された輸血実施基準を参考にする。  

7.2 血液製剤投与量の決定  
日本赤十字社作成「輸血用血液製剤一覧」の利用が簡便である。  

7.3 血液製剤が搬送され、当該医療機関内で製剤を適正に保管するためには、温度
管理可能な保冷庫を使用する必要がある。やむを得ず一時的に輸血用血液を保
管する場合でも、最低温度・最高温度の確認が可能な温度計の設置等により、
適した保管状態であったことを確認し、記録する。ただしこの場合、血液製剤
の転用はできない。  

7.4 赤血球製剤：血液センターより搬送され、患者との適合性を確認した後、ただ
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ちに輸血実施する場合にも、輸血療法の実施に関する指針を参考に、製剤の保
管管理に ついては温度管理（2~6℃）に注意する。患者との適合性は、血液型
検査、不規則抗 体スクリーニング検査、交差適合試験を実施するが、詳細は
「実施すべき検査」の 10 項を参照。 

8 輸血の実際  
8.1 有害事象発生時の対応方法、緊急連絡先、医師の同席可能時間と退席後の連絡

先を確認する。  
8.2 患者の確認：血液製剤を割り付けられた患者と実際に輸血する患者が同一人物

であることを確認する。  
8.3 血液製剤の確認：血液型・交差適合試験の検査結果、製造番号、製剤名称・規

格、有効期限、放射線照射の有無を医療従事者 2名で確認（交互復唱）して相
違ないことを確認し、また外観に異常がないことを確認する。  

8.4 検査結果の再確認：輸血する必要があるかないかを再度確認する。 
8.5 血液製剤に応じた輸血セットを準備する。 

8.5.1 赤血球製剤用輸血セットのメッシュが入っている濾過点滴筒は 2/3以上を
赤血球液で満たす。 

8.5.2 ルート確保に用いることが可能な輸液剤は生理食塩水のみである。 
8.6 輸血前に患者確認（確認すべきバイタルサイン：体温、脈拍、血圧、酸素飽和

度） 
8.7 輸血速度：開始 15 分間は 1mL/分、その後は患者の状況に応じて 5mL/分まで

速度を上げることができる。  
8.8 輸血実施中の有害事象の有無の観察 

8.8.1 輸血開始後 5分間は患者のそばにいて容態を確認する。 
8.8.2 輸血開始後 15 分後に患者容態を観察し異常がなければ輸血速度を 8.7 で示

した滴下量に変更する。 
8.8.3 輸血前、開始 5 分後、15分後、その後は適宜、終了時または副作用発現時

にバイタルサインを確認し記録する。 
8.8.4 輸血開始後に観察または患者が訴えることが多い症状は、以下の通り。 

発熱、悪寒・戦慄、熱感・ほてり、そうよう感・かゆみ、発赤・顔面紅
潮、発疹・蕁麻疹、呼吸困難、嘔気・嘔吐、胸痛・腹痛・腰背部痛、頭
痛・頭重感、血圧低下、血圧上昇、動悸・頻脈、血管痛、意識障害、赤褐
色尿（ヘモグロビン尿）、その他 

8.8.5 輸血開始後早期～6 時間以内に診断される重篤な有害事象は以下の通り。
血液型不適合輸血、アナフィラキシーまたは重症アレルギー反応、ショッ
ク、輸血関連循環過負荷（TACO）、輸血関連急性肺障害（TRALI）。 

8.9 有害事象への医療従事者の対応 
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8.9.1 輸血を中止する（クレンメを閉じる）。 
8.9.2 ルートを抜針せず、生理食塩水で満たした補液セットに、できるだけ体に

近い位置で、交換する。 
8.9.3 医師の指示により、適切な対応を行う。 

＊日本赤十字社発行「輸血用血液製剤取り扱いマニュアル」を参照。 
＊日本輸血・細胞治療学会発行「輸血副反応ガイド」を参照  

9 診療録への記載について 
① 血液製剤を発注するにあたっては、輸血を必要とする状況であること、血

液製剤選択の根拠、輸血量の決定の根拠について、診療録に記載する。 
② 輸血前の患者観察、輸血中の実施記録、輸血後の患者の状態について、診

療録に記載する。 
③ 輸血効果の確認（臨床症状の推移、血液検査の結果）について、診療録に

記載する。 
10 輸血後  

10.1 担当の医療従事者の緊急時連絡先を家族、本人に明示する。 
10.2 輸血終了後、医療従事者が患家を離れてから翌日までに現れる有害事象にも注

意が必要。重篤な有害事象は下記の通り。 
アレルギー、呼吸困難、細菌感染、輸血関連急性 肺障害（TRALI）、輸血関連
循環過負荷（TACO） 

10.3 輸血終了後 1日～3 か月後までに現れる有害事象にも注意が必要。重篤な有害
事象は下記の通り。 
細菌感染、輸血後紫斑病、遅発性溶血性輸血副作用、肝機能障害、ウイルス感
染症、移植片対宿主病（GVHD）。 
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